
第２ 【事業の状況】 

当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号

平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第20号 平成20年３月21日）を適用しておりますが、前年同四半期比につきましては、前年同四半

期と比較し実質的にセグメント区分の変更がないため、前年同四半期における事業の種類別セグメント

情報との比較数値を記載しております。 

  
(1) 生産実績 

当第１四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２  金額は、販売価格によっております。 

３  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  
(2) 受注実績 

当第１四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

３ 受託開発以外の製品については見込生産を行っております。 

  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 生産高(千円) 前年同四半期比（％）

乗換案内事業 739,393 ＋3.2

マルチメディア事業 189,909 ＋62.0

その他 20,751 △13.2

合計 950,054 ＋10.8

セグメントの名称 受注高(千円)
前年同四半期比

（％）
受注残高(千円)

前年同四半期比
（％）

乗換案内事業 45,419 ＋356.9 106,946 ＋21.5

マルチメディア事業 ― △100.0 ― ―

その他 6,590 △72.3 98,801 △7.5

合計 52,010 ＋41.5 205,747 ＋5.6
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(3) 販売実績 

当第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

  

当第１四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

  

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号

平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第20号 平成20年３月21日）を適用しておりますが、前年同四半期比につきましては、前年同四半

期と比較し実質的にセグメント区分の変更がないため、前年同四半期における事業の種類別セグメント

情報との比較数値を記載しております。 

  
(1) 経営成績の分析 

当第１四半期連結会計期間（平成22年10月１日～平成22年12月31日）におけるわが国経済は、企業収

益や設備投資に改善が見られるなど持ち直しの動きが見られるものの、雇用情勢は依然厳しく、景気は

厳しい状況が続いております。 

情報通信業界におきましても、企業のソフトウェア投資は緩やかに減少しており、情報サービス業の

売上高は前年同四半期（平成21年10月１日～平成21年12月31日）と比べ減少傾向にあるなど、今後のソ

フトウェア・情報サービス需要についても、先行きに不透明感が残る状況となっております。このよう

な中、次世代ネットワーク（ＮＧＮ）の拡大や次世代高速無線通信サービスの開始等、メディアの融合

に向けた動きが加速してまいりました。携帯電話・スマートフォンにつきましても、当第１四半期連結

会計期間末（平成22年12月末）にはインターネット接続の契約数が9,500万件を超える等、インターネ

ット端末として広く浸透しております。 

当社グループにおきましても、インターネットでの更なる事業展開の基盤を確立してまいりました。

携帯電話向けに提供いたしております「乗換案内NEXT」及び無料版「乗換案内」並びにスマートフォン

向け「乗換案内」の検索回数は平成22年12月には月間約１億4,000万回となっており、多くの方々に広

くご利用いただいております。 

このような環境の中で、当第１四半期連結会計期間における当社グループの売上高は1,194,879千円

（前年同四半期比9.1％増）、営業利益は190,287千円（前年同四半期比20.3％増）、経常利益は

192,900千円（前年同四半期比20.4％増）、四半期純利益は77,409千円（前年同四半期比8.6％減）とい

う経営成績となりました。 

 売上高につきましては、主として、乗換案内事業セグメントにおける売上高が975,906千円（前年同

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比（％）

乗換案内事業 975,823 ＋2.1

マルチメディア事業 190,056 ＋80.1

その他 28,999 △15.3

合計 1,194,879 ＋9.1

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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四半期比2.1％増）と順調に推移したことに加え、マルチメディア事業セグメントにおける売上高が

190,056千円（前年同四半期比80.1％増）と大きく増加したことにより、前年同四半期と比べ増加いた

しました。また、営業利益につきましては、前年同四半期と比べ乗換案内事業セグメントにおいて利益

が増加していることに加え、マルチメディア事業セグメントにおいては損失が縮小しており、営業利益

全体の増加率は売上高のそれと比較すると大きくなりました。これにより経常利益につきましても、前

年同四半期と比べ増加いたしております。四半期純利益につきましては、子会社株式や投資有価証券の

評価損を計上したことの影響等によって、前年同四半期と比べやや減少しております。 

  
セグメント別の業績は、次のとおりであります。 

  
（乗換案内事業） 

乗換案内事業は全体として、売上高・営業利益ともに順調な推移となりました。 

携帯電話向けの事業につきましては、携帯電話向け有料サービスである「乗換案内NEXT」の会員数

は、当第１四半期連結会計期間末には約61.4万人となっております。また、前年同四半期に含まれて

いなかった、iPhone・iPod touch向けの有料版アプリケーション「乗換案内Plus」の売上を含めてお

ります。さらに、株式会社エキスプレス・コンテンツバンクでは「交通情報アクセス」等を提供して

おります。それらの結果、売上高は前年同四半期と比べ増加しております。 

広告につきましては、株式会社エキスプレス・コンテンツバンクでの売上が増加しており、全体と

して売上高は前年同四半期と比べ増加しております。 

「乗換案内」のパソコン向け製品につきましては、前年同四半期と比べ売上高がやや減少いたして

おります。これは主に、顧客との直接契約によるバージョンアップの売上が減少しているためであり

ます。 

「乗換案内」の法人向け製品の売上高につきましては、前年同四半期と比べ増加しております。こ

れは主に、ASPサービスの「ジョルダンクラウド」の売上増加に加え、従来の製品の売上が順調に推

移したことによるものであります。 

 旅行関連事業に関しましては、パソコン向けインターネット版「乗換案内」、並びに携帯電話向け

「乗換案内NEXT」及び無料版「乗換案内」の利用者等に対して、旅行商品の販売を実施しておりま

す。全体として売上高は前年同四半期並みとなりました。 

以上の結果、乗換案内事業全体としては売上高975,906千円（前年同四半期比2.1％増）、営業利益

315,628千円（前年同四半期比2.6％増）となりました。 

  
（マルチメディア事業） 

マルチメディア事業では、出版につきましては、総合オピニオン誌『表現者』を発行しているほ

か、「ジョルダンブックス」として書籍を発売しております。当第１四半期連結会計期間においては

『僕が愛した歌声』を新たに刊行しております。 

また携帯電話向けには、株式会社エキスプレス・コンテンツバンクでは「アクセスBOOKS」「つか

えるえもじ」等を提供しており、その売上は大きく増加しております。当社では、従来から「ハムス

ター倶楽部」等の提供も行っております。 

それらの結果、全体として売上高は大きく増加しておりますが、当第１四半期連結会計期間におい

ては利益の獲得には至っておらず営業損失が発生しておりますが、前年同四半期と比べて損失幅は縮

小しております。 

以上の結果、売上高190,056千円（前年同四半期比80.1％増）、営業損失43,506千円（前年同四半

期は70,784千円の損失）となりました。 
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（その他） 

受託ソフトウェア開発及び情報関連機器リース等につきましては、ソフトウェア開発の受注及び売

上が減少している影響で、前年同四半期と比べた売上高は減少しており、営業損失が発生しておりま

す。 

以上の結果、売上高38,379千円（前年同四半期比15.4％減）、営業損失6,680千円（前年同四半期

は2,415千円の損失）となりました。 

  
なお、上記のセグメント別の売上高は、セグメント間の内部売上高を相殺しておりません。また、営

業利益は、配賦不能営業費用及び内部取引による営業費用の控除前の数値であり、合計は連結営業利益

と一致しておりません。 

  
  

(2) 財政状態の分析 

当第１四半期連結会計期間末における財政状態は、前連結会計年度末（平成22年９月末）と比較しま

すと、資産は23,778千円減の3,947,542千円、負債は93,987千円減の840,559千円、純資産は70,209千円

増の3,106,982千円となりました。 

資産は、流動資産につきましては、6,627千円増の3,036,890千円となりました。これは、受取手形及

び売掛金が46,161千円増の969,422千円、現金及び預金が12,343千円増の1,960,874千円となったこと等

の影響が、繰延税金資産が25,737千円減の47,036千円となったこと等の影響を上回ったことによるもの

であります。 

固定資産につきましては、30,404千円減の910,652千円となりました。これは、有形固定資産が

17,053千円減の226,602千円、無形固定資産が42,968千円減の301,479千円、投資その他の資産が29,616

千円増の382,570千円となったことによるものであります。有形固定資産が減少しているのは、主に償

却が進んでいることによるものであります。無形固定資産が減少しているのは、のれんが55,121千円減

の123,647千円となったことの影響が、ソフトウェアが12,154千円増の176,323千円となったことの影響

を上回ったことによるものであります。のれんが減少しているのは、のれんの償却及び連結子会社株式

の一部売却によるものであります。投資その他の資産が増加しているのは主に、繰延税金資産が15,479

千円増の43,740千円となったことによるものであります。繰延税金資産が増加しているのは、新たに子

会社株式や投資有価証券の評価損に係る税効果を認識したこと等によるものであります。 

 負債は、流動負債につきましては、62,363千円減の762,873千円となりました。これは、未払法人税

等が94,184千円減の78,069千円、賞与引当金が39,336千円減の28,364千円となったこと等の影響が、未

払費用が66,495千円増の170,016千円となったこと等の影響を上回ったことによるものであります。未

払法人税等が減少しているのは、主に法人税等の支払いによるものであります。賞与引当金が減少して

いるのは、主に賞与の支払によるものであります。未払費用が増加しているのは、主に四半期末月の広

告宣伝費等の増加によるものであります。 

固定負債につきましては、31,624千円減の77,686千円となりました。これは、長期借入金が31,624千

円減の74,686千円となったことによるものであります。長期借入金が減少しているのは、主に連結子会

社が長期借入金の一部を繰上返済したことによるものであります。 

純資産は、株主資本につきましては、35,758千円増の3,010,654千円となりました。これは、四半期

純利益77,409千円が、剰余金の配当41,651千円を上回った影響で、利益剰余金が35,758千円増の

2,472,932千円となったことによるものであります。 

少数株主持分につきましては、34,450千円増の96,327千円となりました。これは主に、連結子会社で

ある株式会社エキスプレス・コンテンツバンクの株式の一部を同社の役員に譲渡したことによるもので

あります。 
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(3) キャッシュ・フローの状況 

当第１四半期連結会計期間末における連結ベースの現金および現金同等物は、前連結会計年度末と比

べ14,805千円増の741,807千円となりました。 

当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とその要因は次のとおりでありま

す。 

  
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは100,715千円の収入（前年同四半期比232.3％増）となりまし

た。前年同四半期と比べての変動の要因は、仕入債務の増加額が13,074千円（前年同四半期は減少額

が39,392 千円でその差52,467千円）、未払費用の増加額が34,534千円増の66,809千円、前第１四半

期連結会計期間にはなかった投資有価証券評価損が27,113千円となった影響が、売上債権の増加額が

46,161千円（前年同四半期は減少額が2,083千円でその差48,244千円）となった影響を上回ったこと

等であります。未払費用の増加額が増えた主要因は、四半期末月の広告宣伝費等の増加によるもので

あります。 

  
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは11,781千円の支出（前年同四半期比81.4％減）となりまし

た。前年同四半期と比べての変動の要因は、前第１四半期連結累計期間にはなかった子会社株式の売

却による収入が70,840千円、投資有価証券の取得による支出が21,500千円減の15,000千円となった影

響が、前第１四半期連結会計期間にはなかった子会社株式の取得による支出が30,000千円となった影

響を上回ったこと等であります。子会社株式の売却による収入は、連結子会社である株式会社エキス

プレス・コンテンツバンクの株式の一部を同社の役員に譲渡したことによるものであります。 

  
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは73,701千円の支出（前年同四半期比77.5％増）となりまし

た。前年同四半期と比べての変動の要因は、長期借入金の返済による支出が33,000千円増の35,499千

円となったこと等であります。長期借入金の返済による支出が増えた主要因は、当第１四半期連結会

計期間において連結子会社が長期借入金の一部を繰上返済したことによるものであります。 

  
  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。 

  
  

(5) 研究開発活動 

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は3,125千円であります。 

 セグメント別の研究開発活動を示すと、マルチメディア事業セグメントでは、連結子会社の株式会社

エキスプレス・コンテンツバンクにおいて、新規サービスの開発を行っております。次に、乗換案内事

業セグメントにおいては、携帯電話向けのバス検索サービスについて研究開発を行いました。 
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